
 

 

今週の指標 No.1303                            2023 年４月５日 

人口データや産業構成からみた関西経済の構造変化 

 

＜ポイント＞ 

１. 本稿では人口や産業構成の変化から、2025 年大阪・関西万博開催を控えた関西経済の構造変化に

ついて考察する。 

２. まず、人口について、出生数の変化（1990 年比）を都道府県別にみると、沖縄県を除く地方圏は

減少率が大きくなっている。都市部に目を向けると、東京圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川

県）、愛知県、福岡県に比べ、大阪府の減少率は相対的に大きい。また、大阪府を含む関西圏（滋

賀県・大阪府・京都府・兵庫県・奈良県・和歌山県）全体でみても、全国平均より減少率が大き

い地域が多い【図１】。次に、都道府県別の高齢化率をみると、若い人材が流入する東京圏に比

べ、大阪府を中心とした関西圏の高齢化率は高く（東京都 23.5％、大阪府 27.9％）【図２】、他

の都市部（愛知県、福岡県）に比べても高齢化が進展している。加えて、介護認定率や生活保護

率が高く、高齢者の就業率は全国的に下位グループに位置しているという特徴を有している【図

３、図４、図５】。 

３. マクロデータ（県民経済計算）から、直近 30 年間の関西経済の産業構成の変化をみると、第３

次産業（宿泊・飲食等）のシェア・特化係数が上昇するなどインバウンド関連のサービス産業へ

の集積がみられる一方、全国的な傾向と同様に第２次産業（製造業）の構成比が低下している。

【図６、図７】。そこで、製造業内の構成比を、特化係数の変化とともにみると【図８、図９】、 

 全国的な傾向と同様に、金属・一次金属産業のシェアが低下、 

 繊維産業は、シェア・特化係数ともに低下し、伝統的な特色が薄らいでいる。 

 関西経済を牽引してきた電気機械産業のシェアは低下したが特化係数は上昇し、独自の動き

もうかがえ、 

 化学産業は、製薬企業の立地集積が維持されていることもあり、その産業シェア・特化係数

ともに上昇し、今や関西経済を牽引する存在となっている。 

４. 関西に本社を置く企業の時価総額ランキングを約 30 年前と比較しても、鉄鋼メーカーや家電メ

ーカーが順位を落とす一方、専門性が高い製品を提供する電気機械関連の企業や医薬品メーカー

が順位を上げるなど、マクロデータを裏付ける傾向がうかがえ、ランキング上位企業の顔ぶれが

大きく変化している【図 10】。 

５. 次に、労働面のデータをみると【図 11】、1990 年代前半から 2000 年代後半にかけては就業者数

が減少局面にあったが、近年はインバウンド需要の増加もあり【図 12】、サービス業を中心に就

業者数が増加している。都道府県間の移動動向をみると、関西圏全体では転出超過であるものの、

大阪府はインバウンド需要の盛り上がりもあり、2015 年に転入超過に転じて以降、感染症前まで

の間は、転入超過数が拡大していた1【図 13】。サービス業は、需要（消費）の高まりに応じて労

働需要だけでなく生産性（接客頻度など）が高まる面があり、インバウンドに関連する飲食・宿

泊といったサービス業では、労働投入・生産性上昇ともに好調であったと考えられる。 

６. このように、関西経済では、 

 人口面では他の都市部よりも少子高齢化の進展（将来的な労働寄与のマイナス） 

 産業面では製造業の変化（有形生産資産を必要とする金属のシェア縮小、専門性の高い電気

機械関連企業と医薬品関連企業の台頭）と、インバウンド関連のサービス業へのシフト、 

という変化が生じてきたことが分かる。 

７. しかし、インバウンド需要への依存については、感染症など非経済的な要因に左右される面もあ

り、持続的な安定成長のためには、専門性を伴う技術力向上（Ｒ＆Ｄ等の無形資産蓄積）や新産

                             

1 野村（2021）では、関西では大阪府を中心にインバウンド需要が高まっていたことから、飲食業や宿泊業等のサービ

ス業へ就職する人たちによる転入が増加していたことが指摘されている。 
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業育成が欠かせない。このような観点から、関西のスタートアップ活動分野でみていくと、京都

大学ｉＰＳ細胞研究所などライフサイエンス産業の拠点が複数存在していることもあり、医療、

バイオ、創薬といった分野のスタートアップ企業が多いことが分かる【図 14】。 

８. 関西地域では、2020 年７月に京阪神エリアが「スタートアップ・エコシステム拠点都市2」に選

定されたことを受け、スタートアップ支援の環境整備が進められている。また、本年２月には、

近畿経済産業局、日本政策金融公庫、ＪＥＴＲＯ、中小企業基盤整備機構がスタートアップの育

成・成長・発展を支援する連携協定を締結3し、2025 年の大阪・関西万博に向けて機運醸成・支

援環境の整備が進められている。大阪・関西万博は「未来社会の実験場」をコンセプトに掲げて

おり、新技術を示していく場となる。こうした機会を活用して、地域の強みを活かした産官学連

携による産業育成を行い、持続的な成長につなげていくことが重要である。 

 

【図１】出生数の変化の地域差（1990 年→2022 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図２】都道府県別の高齢化率（2020 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                             

2 内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）「スタートアップ・エコシステム拠点都市の選定について」

（2020 年７月）https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/20200714.html 
3 近畿経済産業局「近畿地域の政府系スタートアップ支援機関が連携協定を締結！～スタートアップ育成 5か年計画の

達成に向け、大阪・関西万博の機会を活用し、近畿のスタートアップの魅力を世界へ発信！～」（2023 年２月） 

https://www.kansai.meti.go.jp/3-3shinki/sougyoushien/renkeikyoutei_2022fy.html 
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【図３】都道府県別の高齢者（65 歳以上）就業率（2020 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図４】都道府県別の介護認定率（2020 年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５】主要都市の生活保護率（2021 年度平均） 
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【図８】関西圏における製造業の構成の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図９】関西圏における製造業の特化係数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 10】関西企業の時価総額ランキング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【図７】関西圏における第３次産業の 

特化係数の変化 
【図６】関西圏における産業構成の変化 
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社名 時価総額（億円） 全国順位 社名 時価総額（億円） 全国順位

住友銀行（金融） 10兆5499 2 1 キーエンス（電気機器） 15兆6747 2

三和銀行（金融） ８兆925 7 2 ダイキン（機械） ６兆9336 15

パナソニック（電気機器） ４兆8057 15 3 武田薬品工業（医薬品） ６兆8830 17

関西電力（電力） ４兆7654 16 4 任天堂（ゲーム開発・製造） ６兆6636 20

太陽神戸銀行（金融） ４兆821 18 5 村田製作所（電気機器） ５兆4335 27

住友信託銀行（金融） ３兆5551 25 6 日本電産（電気機器） ４兆816 34

川崎製鉄（鉄鋼） ２兆6658 42 7 日本ペイントＨＤ（化学） ２兆9347 49

住友金属工業（鉄鋼） ２兆5824 43 8 パナソニックＨＤ（電気機器） ２兆9007 51

近鉄ＨＤ（陸運） ２兆3298 48 9 京セラ（電気機器） ２兆6010 58

神戸製鉄所（鉄鋼） ２兆2815 52 10 クボタ（機械） ２兆3808 66

大阪ガス（ガス） ２兆1563 53 11 シマノ（運送用機器） ２兆821 78

武田薬品工業（医薬品） ２兆240 57 12 大和ハウス工業（建設） ２兆748 80

シャープ（電気機器） １兆9030 62 13 積水ハウス（建設） １兆8473 87

クボタ（機械） １兆8304 68 14 塩野義製薬（医薬品） １兆8372 88

三洋電機（電気機器） １兆8240 71 15 シスメックス（電気機器） １兆8124 93

1989年末の時価総額上位企業
順位

2023年３月31日時点の時価総額上位企業
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【図 11】関西圏の就業者数の変化（1992 年→2007 年→2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 12】関西圏の外国人のべ宿泊者数の変化（2013 年→2019 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 13】関西圏の転入超過数の推移（2014 年～2022 年） 
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【図 14】関西圏のスタートアップ企業の活動分野（2020 年） 
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